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デイサロンかたくりの里 六郷 運営規程 
（認知症対応型通所介護・指定介護予防認知症対応型通所介護） 

 
（事業の目的）          
第１条 ＡＬＳＯＫ介護株式会社が開設するデイサロンかたくりの里六郷 （以下「事業所」という。）が行う認知症対応型

通所介護及び指定介護予防認知症対応型通所介護（以下「認知症対応型通所介護等」という。）の事業（「事業」
という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所ごとに置くべき従事者
（以下「認知症対応型通所介護従事者」という。）が、要介護状態又は要支援状態にある高齢者（以下「要介護者
等」という）に対し適正な認知症対応型通所介護等を提供することを目的とする。    

        
（運営の方針）          
第２条 事業所の認知症対応型通所介護従事者は、要介護者等の心身の特徴を踏まえて、利用者が可能な限りその居

宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、さらに利用者の社会的孤立感の
解消及び心身機能の維持並びに家族の身体的・精神的負担の軽減を図るために、必要な日常生活上の世話お
よび機能訓練等の介護、その他必要な援助を行う。  

２ 事業の実施にあたっては、関係区市町村、地域包括支援センター、近隣の他の保健・医療又は福祉サービスを
提供する者との密接な連携を保ち、総合的なサービスの提供に努める。  

          
（事業所の名称等）          
第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（１）名称 デイサロンかたくりの里 六郷 
（２）所在地 東京都大田区西六郷４-２１-８       

        
（職員の職種、員数、及び職務内容）         
第４条 事業所に勤務する職種、員数及び職務内容は次のとおりとし、各職員の員数は以下のとおりとする。 

（１）管理者 １名 （生活相談員、介護職員兼務） 
管理者は、事業所の従事者の管理及び業務の管理を一元的に行うものとする。   

（２）通所介護従事者  生活相談員   １名以上 
介護職員または看護職員 ２名以上  

認知症対応型通所介護従事者は、認知症対応型通所介護等の業務にあたる。 
生活相談員は、認知症対応型通所介護等の利用申込にかかる調整、認知症対応型通所介護計画又は
介護予防認知症対応型通所介護計画（以下「認知症対応型通所介護計画等」という。）の作成等を行う。
また、利用者に対し日常生活上の介護その他必要な業務の提供にあたる。 
介護職員は利用者の心身の状況等を的確に把握し、必要な日常生活上の介護や健康管理、その他必要
な業務の提供にあたる。        

（３）機能訓練指導員           １名以上 
機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練指導、助言を行う。 

（４）調理員                 １名以上（兼務） 利用者の昼食等を調理する。 
（５）運転手                 １名以上（兼務） 利用者の送迎を行う    

          
（営業日、営業時間およびサービス提供時間） 
第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。    

（１）営業日 月～日曜日（祝祭日含む） 
（２）休業日 年末年始１２月３１日～１月２日 
（３）営業時間        ８：００～１７：００ 
（４）サービス提供時間帯 ９：３０～１６：４０       

 
（利用定員）          
第６条 事業所の利用者の定員は、下記のとおりとする。 

認知症対応型通所介護および介護予防認知症対応型通所介護 合わせて定員１２名とする  
            
（認知症対応型通所介護等の提供方法、内容）       
第７条 認知症対応型通所介護等の内容は、居宅サービス計画又は介護予防サービス計画（以下「居宅サービス計画

等」という。）に基づいてサービスを行うものとする。ただし、緊急を要する場合にあっては、居宅サービス計画等
の作成前であってもサービスを利用できるものとし、次に掲げるサービスから利用者が選定したサービスを提供
する。  
（１）身体介護に関すること         

日常生活動作能力の程度により、必要な支援及びサービスを提供する。 
排泄の介助、移動・移乗の介助、養護、その他必要な身体の介護。 
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（２）入浴に関すること          
家庭において入浴することが困難な利用者に対して、必要な入浴サービスを提供する。   
衣類着脱の介護、身体の清拭、整髪、洗身、その他必要な入浴の介助。 

 
（３）機能訓練に関すること         

体力や機能の低下を防ぐために必要な訓練及び日常生活に必要な基本的動作を獲得するための訓練を
行う。 

（４）アクティビティ・サービスに関すること       
利用者が、生きがいのある快適で豊かな日常生活を送ることができるよう、アクティビティ・サービスを実
施する。これらの活動を通じて仲間づくり、老いや障害の受容、心身機能の維持・向上、自信の回復や情
緒安定を図る。 例）レクリエーション．音楽活動．制作活動．行事的活動．体操   

（５）送迎に関すること         
送迎を必要とする利用者に対し送迎サービスを提供する。送迎車両には認知症対応型通所介護従事者
が添乗し必要な介護を行う。        

（６）相談・助言に関すること 利用者及びその家族の日常生活における介護等に関する相談および助言を行
う。     

 
（指定居宅介護支援事業者等との連携等）        
第８条 認知症対応型通所介護等の提供にあたっては、利用者にかかる指定居宅介護支援事業者、又は指定介護予

防支援事業者（以下「指定居宅介護支援事業者等」という。）が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者
の心身の状況、そのおかれている環境、他の保健・医療・福祉サービスの利用状況等の把握に努める。 

２ 利用者の生活状況の変化、サービス利用方法・内容の変更希望があった場合、当該利用者担当居宅介護支援
事業者等に連絡するとともに、綿密な連携に努める。   

３ 正当な理由なく認知症対応型通所介護等の提供を拒まない。ただし、通常の事業実施地域等を勘案し、利用希
望者に対して認知症対応型通所介護等の提供が困難と認めた場合、当該利用者にかかる指定居宅介護支援事
業者等と連携し、必要な措置を講ずる。  

        
（認知症対応型通所介護計画等の作成等）        
第９条 認知症対応型通所介護等の提供を開始する際には、利用者の心身の状況、希望及びそのおかれている状況並

びに家族等介護者の状況を十分把握し、認知症対応型通所介護計画等を作成する。また、すでに居宅サービス
計画等が作成されている場合は、その内容にそった認知症対応型通所介護 計画等を作成する。 

２ 認知症対応型通所介護計画等の作成・変更の際には利用者又は家族に対し当該計画の内容を説明し、同意を
得る。 

３ 利用者に対し、認知症対応型通所介護計画等に基づいて各種サービスを提供するとともに、継続的なサービス
の管理、評価を行う。          
       

（認知症対応型通所介護等の提供記録の記載）       
第１０条 認知症対応型通所介護従事者は、認知症対応型通所介護等を提供した際には、その提供日・内容、当該認

知症対応型通所介護等について、介護保険法第 42 条二 2 項または法第 54 条二 2 項の規程により、利用者
にかわって支払いを受ける保険給付の額、その他必要な記録を利用者が所持するサービス提供記録書に記
載する。 

 
（認知症対応型通所介護等の利用料等及び支払いの方法）      
第１１条 認知症対応型通所介護等を提供した場合の利用料の額は、重要事項説明書によるものとし、当該認知症対

応型通所介護等が法定代理受領サービスである時は、「負担割合証」に記載されている額を利用者から受け
取るものとする。  

２ 第 12 条の通常の事業実施地域を越えて行う送迎の交通費、認知症対応型通所介護等に通常要する時間を
越えて認知症対応型通所介護等を提供する場合の利用料、食材料費、おむつ代、アクティビティ・サービスに
かかる諸経費については、重要事項説明書に掲げる費用を徴収する。 

３ 第１項及び第２項の費用の支払いを受ける場合には、利用者またはその家族に対して事前に文書で説明した
上で、支払いに関する同意を得る。       

４ 認知症対応型通所介護等の利用者は、当社の定める期日に、別途契約書で指定する方法により納入するこ
ととする。 

            
（通常の事業の実施地域）          
第１２条 通常の事業の実施地域は大田区とする。      
 
（契約書の作成）          
第１３条 認知症対応型通所介護等の提供を開始するにあたって、本規程に沿った事業内容の詳細について、利用者

に契約書の書面をもって説明し、同意を得た上で署名（記名押印）を受けることとする。   
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（緊急時等における対応方法）         
第１４条 認知症対応型通所介護従事者は、認知症対応型通所介護等を実施中に利用者の病状等に急変、その他緊

急事態が生じたときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告する。 
２ 認知症対応型通所介護等を実施中に天災その他の災害が発生した場合、利用者の避難等の措置を講ずる
ほか、管理者に連絡の上その指示に従うものとする。      
        

（非常災害対策） 
第１５条 事業所は災害対策に関する担当者（防火管理者または防火責任者）を定め、非常災害対策に関する取り組み

を行う。 
２ 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報および連携体制を整備し、 
それらを定期的に従業員に周知する。 

３ 事業所は、非常災害に備えるため消防計画を作成し避難訓練等を次のとおり行うとともに必要な設備を 
備える。 
（１）防火責任者       管理者 
（２）防災・避難・通報訓練 年２回 

 

（衛生管理及び従事者等の健康管理等）                  
第１６条 認知症対応型通所介護等に使用する備品等は清潔に保持し、定期的な消毒を施すなど常に衛生管理に十分

留意するものとする。 
２ 認知症対応型通所介護従事者に対し感染症等に関する基礎知識の習得に努めるとともに、年１回以上の健
康診断を受診させるものとする。 

 
（サービス利用にあたっての留意事項） 
第１７条 利用者が入浴室及び機能訓練室等を利用する場合は、職員立会いのもとで使用すること。また、体調が思わ

しくない利用者にはその旨を説明し安全指導を図る。                  
                      
(相談・苦情対応)                    
第１８条 事業所は、利用者からの相談、苦情等に対する窓口を設置し、居宅サービス等に関する利用者の要望、苦情

等に対し、迅速に対応する。                  
２ 事業所は、前項の苦情の内容等について記録し、契約終了の日から６年間保存する。              

                      
（事故処理）                    
第１９条 事業所は、サービス提供に際し利用者に事故が発生した場合には、速やかに区市町村、介護支専門員、利用

者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じる。 
２ 事業所は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録し、その完結の日から６年間保存
する。 

３ 事業所は、利用者に賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う。  
 
（地域との連携など） 
第２０条 認知症対応型通所介護事業者は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び

協力を行う等地域との交流に努める。 
２ 認知症対応型通所介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、本事業所が所在
する圏域の高齢者支援センターの職員、通所介護について知見を有する者等により構成される協議会（以下、
この項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね６月に１回以上、運営推進会議に対し活動状況を
報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設ける。 

３ 認知症対応型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに当該
記録を公表するものとする。  

 
（高齢者虐待防止の推進） 
第２１条 事業者は、利用者の人権の擁護、高齢者虐待の防止および早期発見のための取り組みとして、以下の措置を 

講じるものとする。 
     （１）高齢者虐待防止のための指針を整備し、これを従業者に周知する。 
     （２）高齢者虐待防止委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知する。 
     （３）従業者に対し、高齢者虐待防止のための研修を定期的に実施する。 
     （４）上記措置を適切に実施するための担当者を配置する。 
 
（業務継続計画の策定等） 
第２２条 事業所は感染症や非常災害時の発生時において、事業の提供を継続的に実施するためのおよび非常時の体

制で早期の業務再開を図るための計画（以下、「業務継続計画」という。）を策定し、業務継続計画に従い必要
な措置を講じる。 

   ２ 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに必要な研修及び訓練を定期的に実施する。 
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   ３ 事業所は定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 
 
（その他運営についての留意事項）                   
第２３条 事業所は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法第８条第２項

に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く）に対し、認知症介護に係
る基礎的な研修を受講するために必要な措置を講じる。 

２ 従事者の質的向上を図るため、研修の機会を次のとおり設けるものとし、業務体制を整備する。  
（１）採用時研修 採用後２か月以内                  
（２）継続研修   年 2回以上                   

３ 事業者は、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持する。また、従事者であった者に、業務上知
り得た利用者またはその家族の秘密を保持するため、従事者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持す
るべき旨を雇用契約の内容に明記する。  

３ 事業所は、この事業を行うため、ケース記録、利用決定調書、利用者負担金徴収簿、その他必要な帳簿を整
備する。 

４ 事業所は適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動または優越的な関
係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、従業者の就業環境を害されるこ
とを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。 

５ この規程の定める事項のほか、運営に関する重要事項は、ＡＬＳＯＫ介護株式会社代表取締役と事業所の管
理者との協議に基づき定めるものとする。       
  

          
 
附 則                     
この規程は、２０２０年１０月１日から施行する。 
この規程は、２０２１年４月１日から施行する。 
この規定は、２０２１年１０月１日から施行する。 
この規定は、２０２１年１２月２９日から施行する。 
この規程は、２０２２年６月１日から施行する。 
この規程は、２０２３年１０月１日から施行する。 
この規程は、２０２４年４月１日から施行する。 
この規程は、２０２５年１月１日から施行する。 
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介護(予防)認知症対応型通所介護

基準日　 2025年10月1日

重 要 事 項 説 明 書

１.介護(予防)認知症対応型通所介護サービスを提供する事業者について

他の介護保険関連の事業

他の介護保険以外の事業

・居宅介護支援事業
・居宅サービス事業
　　訪問介護　日常生活支援総合事業第１号訪問事業
　　通所介護　日常生活支援総合事業第１号通所事業
　　短期入所生活介護　介護予防短期入所生活介護
　　特定施設入所者生活介護　介護予防特定施設入所者生活介護
　　訪問看護　介護予防訪問看護
・地域密着型サービス事業
　　小規模多機能型居宅介護　介護予防小規模多機能型居宅介護
　　認知症対応型共同生活介護　介護予防認知症対応型共同生活介護

志木市地域包括支援センター受託事業
志木市介護予防事業
住宅型有料老人ホームの運営
サービス付き高齢者向け住宅の運営
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（１）事業所の所在地等

（２）事業の目的および運営の方針

（３）事業所窓口の営業日および営業時間

サービス提供日

サービス提供時間

アクセス

1391100623号

０３－３７３８－７９３３

８：００～１７：００

（４）サービス提供日時

月曜日～日曜日（祝祭日含む）

事業の目的

事業の適正な運営を確保するために、人員および運営管理に関する事項を定め、事
業所の生活相談員、看護職員、機能訓練指導員および介護職員（以下サービス従業
者）が要介護状態にある高齢者に対し、適正な介護(予防)認知症対応型通所介護を
提供することを目的とする。

年末年始12月31日～1月2日は休み

通常の事業の実施地域 大田区

月曜日～日曜日（祝祭日含む） 年末年始12月31日～1月2日は休み

ＦＡＸ番号

９：３０～１６：４０

営業日

営業時間

介護保険指定事業所番号

運営の方針

事業の実施にあたっては、事業所の従業者は、要介護者の心身の特性を踏まえて、
その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、生活機能の維持
または向上を目指し必要な日常生活上の世話および機能訓練の援助を行うことに
よって、利用者の社会的孤立感の解消および心身機能の維持ならびに利用者の家族
の身体的および精神的負担の軽減を図る。

〒１４４－００５６ 東京都大田区西六郷４－２１－８

デイサロンかたくりの里　六郷

事業所所在地

０３－５７１１－７２１６

事業所名称

京浜急行線「六郷土手」駅下車　徒歩4分

２.サービス提供を実施する事業所について

電話番号

第介護(予防)認知症対応型通所介護

併設事業所 　デイサロンかたくりの里 多摩川/グループホームかたくりの里 六郷
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（５）事業所の職員体制

（２０２４年９月１日現在）

常勤 非常勤 計

介護(予防)認知症対応型通所介護計画に基づき、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常
生活を営むことができるよう、機能訓練を行います。

（６）施設の設備の概要

利用定員 １２名

39.36㎡
食堂
兼

機能訓練室

浴室

相談室

看護職員
准看護師

介護(予防)認知症対応型通所介護計画に基づき、必要な日常生活の世話および介護を行います。

33その他

有（生活相談員・機能訓練指導員）532介護福祉士

介護職員 研修課程修了者 42 2

その他 無

1 有（生活相談員）

看護師

従業者および、業務の実施状況の把握その他業務の管理を一元的に行うとともに、サービスの実施に関し、事業所の従業者に対し
遵守すべき事項についての指揮命令を行います。
利用者の心身の状況、希望およびその置かれている環境を踏まえて、機能訓練の目標、当該目標を達成するための具体的なサービ
スの内容等を記載した通所介護計画を生活相談員等と協力して作成します。また、サービス実施状況の把握および通所介護計画の
変更を行います。

生活相談員
HP2

介護福祉士
社会福祉主事任用

2 1 3 有（介護職員）

兼任の有無資格

管理者氏名 木下　のり子

サービス提供の前後および提供中の利用者の心身の状況等の把握を行い、利用者の静養のための必要な措置を行います。また、利
用者の病状が急変した場合等に、利用者の主治医等の指示を受けて、必要な看護を行います。

職員の職種

管理者
介護支援専門員

介護福祉士

利用者がその有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、生活指導および介護に関する相談および援助などを
行います。各利用者について、介護(予防)認知症対応型通所介護計画に従ったサービスの実施状況および目標の達成状況の記録を
行います。

1

1室

1室

静養室 1室

作業療法士

機能訓練指導員

理学療法士

言語聴覚士

看護師 1 1
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（１）提供するサービスの内容について

３.提供するサービスの内容および費用について

栄養改善

口腔機能向上

サービス区分と種類 サービスの内容

事業者が保有する自動車により、利用者の居宅と事業所までの間の送迎を行いま
す。
ただし、道路が狭いなどの事情により、自動車による送迎が困難な場合は、車いす
または歩行介助により送迎を行うことがあります。

利用者居宅への送迎

入浴の提供および介助

更衣介助

移動・移乗介助

日
常
生
活
上
の
世
話

食事の提供および介助

排せつ介助

服薬介助

若年性認知症（40歳から64歳まで）の利用者ごとに担当者を定め、その者を中心に
その利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行います。

介助が必要な利用者に対して、配列された薬の確認、服薬の介助、服薬の確認を行
います。

①食事の提供および介助が必要な利用者に対して、介助を行います。

②嚥下困難者のためのきざみ食、流動食等の提供を行います。

介助が必要な利用者に対して、室内の移動、車いすへ移乗の介助を行います。

入浴（全身浴・部分浴）の介助や清拭（身体を拭く）、洗髪等を行います。

利用者に係る居宅介護支援事業者が作成した居宅サービス計画（ケアプラン）に基
づき、利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、援助の目標に応じて具
体的なサービス内容を定めた介護(予防)認知症対応型通所介護計画を作成します。

介護(予防)認知症対応型通所介護計画の作成にあたっては、その内容について利用
者またはその家族に対して説明し、利用者の同意を得ます。
介護(予防)認知症対応型通所介護計画の内容について、利用者の同意を得た時は、
介護(予防)認知症対応型通所介護計画書を利用者に交付します。
それぞれの利用者について、介護(予防)認知症対応型通所介護計画に従ったサービ
スの実施状況および目標の達成状況の記録を行います。

特
別
な
サ
ー

ビ
ス
（

別
紙
2
加
算
参
照
）

若年性認知症利用者受入

介助が必要な利用者に対して、自立支援を踏まえ、トイレ誘導やおむつ交換を行い
ます。

上着、下着の更衣の介助を行います。

介護(予防)認知症対応型
通所介護計画の作成

（すべての利用者につい
て作成します。）

低栄養状態またはその恐れのある利用者に対し、管理栄養士が介護職員等と共同し
て栄養ケア計画を作成し、これに基づく適切なサービスの実施、定期的な評価等を
行います。（注：原則３ヶ月で終了）

利用者の選択に基づき、趣味・趣向に応じた創作活動等の場を提供します。

個々の利用者の状態に適切に対応する観点から、個別の機能訓練実施計画を策定
し、これに基づきサービス提供をおこないます。また、３ヶ月に１度利用者の居宅
に訪問し、進捗状況の説明、訓練内容の見直しを行います。

口腔機能の低下しているまたはその恐れのあるご利用者様に対し、歯科衛生士等が
口腔機能改善のための計画を作成し、これに基づく適切なサービスの実施、定期的
な評価等を行います。（注：原則３ヶ月で終了）

利用者の状態や能力、希望等に応じて機能訓練指導員が専門的知識に基づき、
・食事、入浴、排せつ、更衣等の日常生活動作を通じた訓練
・器械・器具等を使用した訓練
・集団的に行うレクリエーションや歌唱、体操
などを行います。

個別機能訓練（Ⅰ）イ、ロ、（Ⅱ）

機能訓練

その他
（創作活動等）

（注）３ヶ月ごとの評価の結果、継続的にサービス提供を行うことにより、栄養改善（口腔機能の向上）の効果が期待できると認められる場合は、引き続きサービスを受けることができます。
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（２）サービスおよび利用料金等

①《介護保険給付対象サービス》

②《その他の費用について》

利用日の前日午後５時００分までに
ご連絡をいただいた場合

無料

（３）利用料、利用者負担額について

利用料金その他の費用の請求方法等
利用料、利用者負担額およびその他の費用の額は、利用月ごとの合計金
額により請求いたします。上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用
月の翌月２０日前後に利用者宛に郵送します。

お支払方法等
請求月の２７日までに口座からの振替によるお支払いとさせていただき
ます。お支払いいただきますと領収書を発行します。ご要望により郵便
振込も可能です。

※食事の提供、事業所の計画する行事等については、介護保険の給付対象とならず、上記の料金がかかりま
す。その他の給付対象とならないサービスについてはご相談の上、決めさせていただきます。

※利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）およびその他の費用の支払いについて、正当な理由が
ないにもかかわらず、支払期日から２ヶ月以上遅延し、さらに支払の催促から１０日以内に支払いが無い場
合には、サービス提供の契約を解除した上で、未払い分をお支払いいただくことがあります。

利用者またはその家族の自由な選
択に基づき、事業者がサービスの
提供の一環として提供する日常生
活に係る費用

無料
（利用者の居宅が実施地域以外にある場合、サービスの提供はいた
しておりません。）

おむつ代
紙パンツ　　　　実費
尿とりパット　　実費

日常生活費

送迎費

洗濯・保管サービス

◆基本料金
① 1,650円/月(税込み)月5回までを希望する場合の利用金額となります。
② 3,300円/月(税込み)月10回までを希望する場合の利用金額となりま
す。
尚、11回以上利用を希望する場合については、別途1回あたり330円(税込
み)頂きます。
◆ロッカー代
（場所代） 550円/月(税込み)保管するサービスする上で必要となる場所
代として頂きます。
◆袋代
110円/個(税込み)サービスを実施する上でやりとりする袋代となります。

実費

利用日の前日午後５時００分以後に
ご連絡いただいた場合、または連絡
なくキャンセルされた場合

介護保険自己負担額相当分
および

食費分（１日あたり・非課税）

　　　　　キャンセル料

※サービスの利用をキャンセルされ
る場合、キャンセルの連絡をいただ
いた時間に応じて、右記によりキャ
ンセル料を請求いたします。

食事・入浴の介助、生活についての相談、助言、健康状態の確認などの日常生活上の世話等のサービスを提
供します。要介護度に応じて定められた介護報酬告示上の額（省令により変動あり）に対し、介護保険負担
割合証に記載の割合に応じた額が自己負担額となります（別紙1および別紙2参照）。

※利用者がまだ要介護認定を受けていない場合は、サービス利用料金の全額を一旦お支払いいただきます
が、要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。また、居
宅サービス計画が作成されていない場合も償還払いとなります。償還払いとなる場合、利用者が保険給付の
申請を行うために必要な「サービス提供証明書」を交付します。

食事の提供に要する費用 810円(非課税) (1日あたり)
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③利用者に係る「居宅サービス計画（ケアプラン）」に基づき、利用者および家族の意向を踏まえて、指定
介護(予防)認知症対応型通所介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した
「指定介護(予防)認知症対応型通所介護計画」を作成します。なお、作成した「指定介護(予防)認知症対応
型通所介護計画」は、利用者または家族にその内容の説明を行い、同意を得たうえで交付いたしますので、
ご確認いただくようお願いします。

④サービス提供は「介護(予防)認知症対応型通所介護計画」に基づいて行います。なお、「介護(予防)認知
症対応型通所介護計画」は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更することが
できます。

（４）サービスの提供にあたって

②要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助
を行います。また、必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が遅くとも利用者が受けている要介
護認定の有効期間が終了する３０日前には、なされるよう、必要な援助を行います。

⑤通所介護サービスの利用の変更、または新たなサービスの追加につきましては担当の介護支援専門員とご
相談ください。サービス利用の変更・追加の申出に対して、事業所の稼働状況により利用者の希望する期間
にサービスの提供が出来ない場合、他の利用日時を利用者に提示して協議します。

（５）サービス利用にあたっての留意事項

①主治医からの指示事項等がある場合には申し出てください。

②気分が悪くなった時は、速やかに申し出てください。

③体調不良等によって通所介護に適さないと判断される場合には、サービスの提供を中止することがありま
す。

④共有の施設・設備は他の利用者等の迷惑にならないよう利用してください。

⑤時間に遅れた場合は、送迎サービスが受けられない場合があります。

４.緊急やむを得ない場合に身体拘束等を行う際の手続きについて

事業所は、サービス提供にあたっては、利用者または他の利用者の生命または身体を保護するため緊急やむ
を得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下身体的拘束といいます。）を行い
ません。ただし、利用者または他の利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを得ず身体的拘束を
行う場合には、事業者と利用者および身元引受人の合意のもと、以下の手続きにより行うこととします。
①身体拘束廃止委員会を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に
周知徹底を図ります。
②身体拘束廃止委員会において、身体拘束を行わない方法を十分に検討した上で、利用者個々の心身の状況
を勘案し、なお状態が切迫性、非代替性、一時性の全てを満たす場合でやむを得ないと判断した場合におい
て、身体拘束の内容、目的・理由、時間、期間等を議事録に残し、身体的拘束の手続きを行います。
③緊急やむを得ず身体的拘束を行う場合は、本人または身元引受人に身体拘束の内容、目的・理由、拘束の
時間帯、期間等の詳細を説明し、理解を得られるよう努めるとともに「緊急やむを得ない身体的拘束に関す
る説明書」（以下、説明書といいます。）に記載します。また、利用者および身元引受人より「説明書」に
署名または記名押印をいただきます。
④緊急やむを得ず身体拘束を行う場合には、「身体拘束の解除に向けての経過観察記録」にその態様および
時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由を記録します。また、具体的な記録情報を基
に、職員間、家族等関係者間で直近の情報を共有し「緊急やむを得ない場合」に該当するかどうかを常に観
察、再検討し、１ヶ月に１回以上は身体拘束の解除に向けて検討するとともに、要件を満たさない場合は、
ただちに解除します。
⑤身体的拘束等の適正化のための指針を整備し、かつ介護職員その他の従業員に対し、身体的拘束等の適正
化のための研修を年に２回以上実施します。

①サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容を確認させていただきます。住所など
に変更があった場合は速やかにお知らせください。

⑥利用契約書第１０条に基づきこの契約が解除される場合があります。
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家族氏名 続柄 連絡先

医　療　機　関・診　療　所　名 連絡先

医　療　機　関・診　療　所　名

※契約締結後に追加記入いたします。

６.事故発生時の対応方法について

①利用者に対する指定通所介護の提供により事故が発生した場合は、区市町村、利用者の家族、利用者に係
る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。
②前項の事故の状況および事故に際して採った処置を記録します。
③利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を行います。

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。

保険会社名 損害保険ジャパン株式会社

保険名 介護賠償責任保険

７.心身の状況の把握

①事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者または防火責任者）を定め、非常災害対策に関する取り組
みを行います。
②非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報および連携体制を整備し、それらを
定期的に従業員に周知します。
③定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。

指定介護(予防)認知症対応型通所介護の提供にあたっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者
会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービスまたは福祉サービス
の利用状況等の把握に努めるものとします。

８.居宅介護支援事業者等との連携

①指定介護(予防)認知症対応型通所介護の提供にあたり、居宅介護支援事業者および保険医療サービスまた
は福祉サービスの提供者と密接な連携に努めます。
②サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「介護(予防)認知症対応型通所介護計
画」の写しを利用者の同意を得たうえで居宅介護支援事業者に速やかに送付します。
③サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内容を記した書面また
はその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。

①指定介護(予防)認知症対応型通所介護の実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、その記録は
サービスの完結の日から５年間保存します。
②利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧および複写物の交付を請求することができ
ます。

１０.非常災害対策

９.サービス提供の記録

家族氏名 続柄 連絡先

指定介護(予防)認知症対応型通所介護実施中に利用者の病状等に急変、その他緊急事態が生じたときは、速やかに
主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告します。
２．サービスを実施中に天災その他の災害が発生した場合、利用者の避難等の措置を講ずるほか、管理者に連絡の上
その指示に従うものとします。

緊　急　連　絡　先

５.緊急時の対応方法
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１５.秘密の保持と個人情報の保護について

個人情報の保護について

①事業者は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当
者会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の
個人情報についても、あらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者
会議等で利用者の家族の個人情報を用いません。
②事業者は、利用者およびその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙
によるもののほか、電磁的記録を含む）については、善良な管理者の注意を
もって管理し、また処分の際にも第三者への漏えいを防止するものとしま
す。
③事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示
することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合
は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うも
のとします。（開示に際して複写料などが必要な場合は利用者の負担となり
ます。）

事業者は、利用者の人権の擁護、高齢者虐待の防止および早期発見のための取り組みとして、以下の措置を
講じるものとします。
①高齢者虐待防止のための指針を整備し、これを従業者に周知します。
②高齢者虐待防止委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知します。
③従業者に対し、高齢者虐待防止のための研修を定期的に実施します。
④上記措置を適切に実施するための担当者を配置します。

１２.感染症対策

（１）利用者の使用する施設、食器その他の設備について、衛生的な管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じ
ます。

（２）感染症の発生を防止する措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携
に努めるものとする。

（３）感染症の発生又はまん延しないための取り組みとして以下の措置を講じるものとする。

①感染症の予防およびまん延防止のための指針を整備し、従業者に周知する。
②感染症の予防およびまん延防止のための対策を検討する委員会を概ね6月に1回実施し、結果を従業者に周知する。
③従業者について感染症の予防およびまん延防止のための研修および研修および訓練を定期的に実施します。

１３.身元引受人について

利用者は、身元引受人を定めるものとします。
①本契約書に身元引受人として署名または記名押印した者は、利用者が本契約に基づいて負う債務を極度額
を限度として利用者と連帯して履行する責任を負います。本契約が更新された場合も同様とします。なお、
身元引受人が負担する債務の元本は、利用者または身元引受人が死亡したときに確定するものとします。
※連帯保証極度額４８万円
②身元引受人の請求があったときは、事業者は身元引受人に対し遅滞なく利用料等の支払い状況や滞納金の
額・損害賠償の額等、利用者の全ての債務の額等に関する情報を提供しなければなりません。
③利用者は、身元引受人を代理人として本契約を締結させ、本契約に定める権利の行使と義務の履行を代理
して行わせることができます。

１４.高齢者虐待防止の推進

１１.業務継続計画

（１）事業者は、感染症や非常災害時の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施および非常時
での体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画を策定し、必要な措置を講じます。

（２）事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修および訓練を定期的に実施するも
のとします。

（３）事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて変更を行います。

①事業者は、利用者およびその家族の個人情報について「個人情報の保護に
関する法律」および厚生労働省が作成した「医療・介護関係事業者における
個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」を遵守し適切な取り扱いに
努めるものとします。
②事業者および事業者の使用する者（以下「従業者」という）は、サービス
提供をする上で知り得た利用者およびその家族の秘密を正当な理由なく、第
三者に漏らしません。
③事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持
させるため、従業者である期間および従業者でなくなった後においても、そ
の秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。

利用者およびその家族に関する
秘密の保持について
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～ 曜日

①利用者またはその家族からの相談および苦情を受け付けるための窓口を設置します。
②苦情や相談があった場合、苦情相談担当者は状況の把握や事実確認に努めます。
③苦情相談担当者（応対者）は速やかに管理者に状況等の報告を行い、利用者またはその家族の立場に立っ
た適切な対処方法を検討します。
④検討内容については適宜連絡いたします。また、最終的な対処方法などは必ず利用者またはその家族へ報
告します。
⑤苦情または相談内容については真摯に受け止め、個人情報の取り扱いに十分配慮した上で、再発防止策や
今後のサービス向上のための取り組みを従業者全員で検討します。

《苦情申立ての窓口》

事業者は、従業者の質的向上を図るため、年２回継続研修を実施します。

１８．サービスの質の向上に向けた取組

結果の公表 なし

なし 結果の公表 なし

当施設苦情相談窓口

電話番号： ０３－５７４４－１６５５

結果の公表

介護保険制度一般相談

午前8：30～午後5：30まで　受付（１２/３１から１/２を除く）

東京都国民健康保険団体連合会 介護福祉部 介護相談指導課 電話番号： ０３－６２３８－０１７７

その他機関による第三者評価の実施

大田区福祉部介護保険課

０３－５７１１－７２１６担当者：管理者 木下　のり子

介護サービスの苦情等

《苦情処理の体制、手順》

月 日

《利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等》

なし なし

１６.運営推進会議について

①事業の運営にあたっては、地域住民またはその自発的な活動等との連携および協力を行うなど、地域との
交流に努めます。
②当事業所の行う地域密着型通所介護を地域に開かれたサービスとし、サービスの質の確保を図ることを目
的として、「運営推進会議」を設置します。
③「運営推進会議」の構成員は、利用者、そのご家族、地域住民の代表者、地域包括支援センターまたは市
町村の職員、地域密着型通所介護について知見を有する者等とし、おおむね６ヶ月に１回以上会議を開催し
ます。
④「運営推進会議」開催前に、会議の開催に関するご案内および出席依頼を行いますので、可能な限りご出
席いただきますようお願いします。

１７.サービス提供に関する相談、苦情について

アンケート調査、意見箱等利用者の意見等を把握する取組

福祉サービス第三者評価の実施

なし

お客様相談室 ０１２０－２９４－７７４

月～金曜日 午前８時３０分～午後５時３０分まで

9 そ09-17-251001



説明年月日　　　 　　　年　　月　　日

通所介護の提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づいて、重要事項を説明しました。

事業所 所在地

名称

説明者

　　　　　年　　　　月　　　　日

（住所）

（氏名） ㊞

（住所）

（氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　 ㊞ 続柄

　私は、本書面により事業者から重要事項の説明を受け、指定介護(予防)認知症対応型通所介護のサービス
の提供開始およびサービスの利用料（介護給付サービス基本料金および加算、その他の料金）について同意
し、重要事項説明書の交付を受けました。

身元引受人

利用者

　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

デイサロンかたくりの里　六郷

〒１４４－００５６ 東京都大田区西六郷４－２１－８
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《別紙１》

大田区 1級地 11.10 　円

＜基本料金＞

【１割】 【２割】 【３割】

543 6,027円 603円 1,206円 1,809円

597 6,626円 663円 1,326円 1,988円

653 7,248円 725円 1,450円 2,175円

708 7,858円 786円 1,572円 2,358円

762 8,458円 846円 1,692円 2,538円

569 6,315円 632円 1,263円 1,895円

626 6,948円 695円 1,390円 2,085円

684 7,592円 760円 1,519円 2,278円

741 8,225円 823円 1,645円 2,468円

799 8,868円 887円 1,774円 2,661円

858 9,523円 953円 1,905円 2,857円

950 10,545円 1,055円 2,109円 3,164円

1,040 11,544円 1,155円 2,309円 3,464円

1,132 12,565円 1,257円 2,513円 3,770円

1,225 13,597円 1,360円 2,720円 4,080円

880 9,768円 977円 1,954円 2,931円

974 10,811円 1,082円 2,163円 3,244円

1,066 11,832円 1,184円 2,367円 3,550円

1,161 12,887円 1,289円 2,578円 3,867円

1,256 13,941円 1,395円 2,789円 4,183円

994 11,033円 1,104円 2,207円 3,310円

1,102 12,232円 1,224円 2,447円 3,670円

1,210 13,431円 1,344円 2,687円 4,030円

1,319 14,640円 1,464円 2,928円 4,392円

1,427 15,839円 1,584円 3,168円 4,752円

1,026 11,388円 1,139円 2,278円 3,417円

1,197 13,286円 1,329円 2,658円 3,986円

1,248 13,852円 1,386円 2,771円 4,156円

1,362 15,118円 1,512円 3,024円 4,536円

1,472 16,339円 1,634円 3,268円 4,902円

8時間以上
　　　9時間未満

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

7時間以上
　　　8時間未満

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

要介護５

6時間以上
　　　7時間未満

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

利用者負担額

3時間以上
　　　4時間未満

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

～基本料金～

認知症対応型通所介護 （地域別単価）

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
費

区分 要介護度 単位
介護報酬
総額

4時間以上
　　　5時間未満

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

5時間以上
　　　6時間未満

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４



＜加算＞（現在算定できる加算に☑を付けています）

【１割】 【２割】 【３割】

☑ （Ⅰ） １日につき 40 444円 45円 89円 134円

□ （Ⅱ） １日につき 55 610円 61円 122円 183円

□ （Ⅰ） １月につき 100 1,110円 111円 222円 333円

□ １月につき 200 2,220円 222円 444円 666円

□ 個別機能訓練加算
を算定している場合 １月につき 100 1,110円 111円 222円 333円

☑ （Ⅰ） １日につき 27 299円 30円 60円 90円

□ （Ⅱ） １月につき 20 222円 23円 45円 67円

□ （Ⅰ） １月につき 30 333円 34円 67円 100円

□ （Ⅱ） １月につき 60 666円 67円 134円 200円

☑ １日につき 60 666円 67円 134円 200円

□ １月につき 50 555円 56円 111円 167円

□ １回につき 200 2,220円 222円 444円 666円

□ （Ⅰ） １回につき 20 222円 23円 45円 67円

□ （Ⅱ） １回につき 5 55円 6円 11円 17円

□ （Ⅰ） １回につき 150 1,665円 167円 333円 500円

□ （Ⅱ） １回につき 160 1,776円 178円 356円 533円

☑ １月につき 40 444円 45円 89円 134円

□ （Ⅰ） １回につき 22 244円 25円 49円 74円

□ （Ⅱ） １回につき 18 199円 20円 40円 60円

☑ （Ⅲ） １回につき 6 66円 7円 14円 20円

□ １回につき

□

☑

□

□

□

□ １日につき -94 -1,043円 -105円 -209円 -313円

□ 片道につき -47 -521円 -53円 -105円 -157円

□

□

□

□

高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の1％を減算

業務継続計画未策定減算 所定単位数の1％を減算

定員超過の場合 所定単位数の70％で算定

看護・介護職員が欠員の場合 所定単位数の70％で算定

事業所が送迎を行わない場合

栄養改善加算

口腔・栄養
スクリーニング加算

口腔機能向上加算

科学的介護推進体制加算

サービス提供体制
強化加算

感染症又は災害発生により利用者が一定以上
減少した場合

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）

※新たに加算を算定する場合及びご利用者様の状況に応じて算定される加算については、算定を開始する際に別途加算同意書に署名捺印をいただき
ます。

減算

２時間以上３時間未満の通所介護を行う場合 ４時間以上５時間未満の所定単位数の63％で算定
事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から利
用する者に地域密着型通所介護を行う場合

所定単位数の3％を加算

所定単位数の12.2％を加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）

栄養アセスメント加算

加算 加算名称 算定単位
介護報酬
総額

生活機能向上連携加算

ＡＤＬ維持等加算

若年性認知症利用者受入加算

生活機能向上連携加算（Ⅱ）１

生活機能向上連携加算（Ⅱ）２

個別機能訓練加算

利用者負担額

入浴介助加算

所定単位数の18.1％を加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数の17.4％を加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 所定単位数の15.0％を加算



《別紙１》

大田区 1級地 11.10 　円

＜基本料金＞

【１割】 【２割】 【３割】

475 5,272円 528円 1,055円 1,582円

526 5,838円 584円 1,168円 1,752円

497 5,516円 552円 1,104円 1,655円

551 6,116円 612円 1,224円 1,835円

741 8,225円 823円 1,645円 2,468円

828 9,190円 919円 1,838円 2,757円

760 8,436円 844円 1,688円 2,531円

851 9,446円 945円 1,890円 2,834円

861 9,557円 956円 1,912円 2,868円

961 10,667円 1,067円 2,134円 3,201円

888 9,856円 986円 1,972円 2,957円

991 11,000円 1,100円 2,200円 3,300円

＜加算＞（現在算定できる加算に☑を付けています）

【１割】 【２割】 【３割】

☑ （Ⅰ） １日につき 40 444円 45円 89円 134円

□ （Ⅱ） １日につき 55 610円 61円 122円 183円

□ （Ⅰ） １月につき 100 1,110円 111円 222円 333円

□ １月につき 200 2,220円 222円 444円 666円

□ 個別機能訓練加算
を算定している場合 １月につき 100 1,110円 111円 222円 333円

☑ （Ⅰ） １日につき 27 299円 30円 60円 90円

□ （Ⅱ） １月につき 20 222円 23円 45円 67円

☑ １日につき 60 666円 67円 134円 200円

□ １月につき 50 555円 56円 111円 167円

□ １回につき 200 2,220円 222円 444円 666円

□ （Ⅰ） １回につき 20 222円 23円 45円 67円

□ （Ⅱ） １回につき 5 55円 6円 11円 17円

□ （Ⅰ） １回につき 150 1,665円 167円 333円 500円

□ （Ⅱ） １回につき 160 1,776円 178円 356円 533円

☑ １月につき 40 444円 45円 89円 134円

□ （Ⅰ） １回につき 22 244円 25円 49円 74円

□ （Ⅱ） １回につき 18 199円 20円 40円 60円

☑ （Ⅲ） １回につき 6 66円 7円 14円 20円

□

☑

□

□

個別機能訓練加算

※新たに加算を算定する場合及びご利用者様の状況に応じて算定される加算については、算定を開始する際に別途加算同意書に署名捺印をいただき
ます。

口腔・栄養
スクリーニング加算

口腔機能向上加算

科学的介護推進体制加算

サービス提供体制
強化加算

生活機能向上連携加算（Ⅱ）１

生活機能向上連携加算（Ⅱ）２

生活機能向上連携加算

若年性認知症利用者受入加算

栄養アセスメント加算

栄養改善加算

加算 加算名称 算定単位
介護報酬
総額

利用者負担額

入浴介助加算

7時間以上
　　　8時間未満

要支援１

要支援２

8時間以上
　　　9時間未満

要支援１

要支援２

利用者負担額

3時間以上
　　　4時間未満

要支援１

要支援２

4時間以上
　　　5時間未満

要支援１

要支援２

～基本料金～

介護予防認知症対応型通所介護 （地域別単価）

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
費

区分 要介護度 単位
介護報酬
総額

5時間以上
　　　6時間未満

要支援１

要支援２

6時間以上
　　　7時間未満

要支援１

要支援２

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 所定単位数の12.2％を加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数の18.1％を加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数の17.4％を加算

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 所定単位数の15.0％を加算



□

□ １日につき -94 -1,043円 -105円 -209円 -313円

□ 片道につき -47 -521円 -53円 -105円 -157円

□

□

□

□ 業務継続計画未策定減算 所定単位数の1％を減算

定員超過の場合 所定単位数の70％で算定

看護・介護職員が欠員の場合 所定単位数の70％で算定

減算

２時間以上３時間未満の通所介護を行う場合 ４時間以上５時間未満の所定単位数の63％で算定
事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から利用
する者に地域密着型通所介護を行う場合

事業所が送迎を行わない場合

高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の1％を減算



《別紙２》

◆ＡＤＬ維持等加算

（Ⅰ）

イ　利用者等（当該施設等の評価対象利用期間が6月を超える者）の総数が10人以上であること。
ロ　利用者等全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して6月目（6月目にサービスの利用がない場合はサービスの利用が
あった最終月）において、BarthelIndexを適切に評価できるものがADL値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出して
いること。
ハ　利用開始月の翌月から起算して6月目の月に測定したADL値から利用開始月に測定したADL値を控除し、初月のADL値や要介護認定
の状況等に応じた値を加えて得た値（調整済ADL利得）について、利用者等から調整済ADL利得の上位及び下位それぞれ1割の者を除い
た者を評価対象利用者等とし、評価対象利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値が1以上であること。

（Ⅱ）
①ADL維持等加算（Ⅰ）のイとロの要件を満たすこと。
②評価対象利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値が2以上であること。

◆認知症加算

①通常の人員基準に加え、介護職員又は看護職員を常勤換算で2名以上確保しいること。
②サービス提供時間を通じて専ら通所介護の提供にあたる認知症介護実践者研修（認知症介護実践者研修等）を修了した者を1名以上配置しているこ
と。
③前年度又は前3ヶ月の利用者の総数のうち、日常生活に支障をきたすおそれのある症状、又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の
者（日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ又はMに該当する者 ）の利用者の割合が20％以上であること。

◆若年性認知症利用者受入加算

①若年性認知症利用者毎に担当者を定めていること。
②若年性認知症利用者の特性やニーズに応じてサービス提供を行っていること。

◆栄養アセスメント加算

①当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を1名以上配置していること。
②利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して栄養アセスメントを実施し、当該利用者又は家族に対し
てその結果を説明し、相談等に必要に応じ対応すること。
③利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な
情報を活用していること。

◆個別機能訓練加算

①利用者等（当該施設等の評価対象利用期間が6月を超える者）の総数が10人以上であること。
②利用者等全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して6月目（6月目にサービスの利用がない場合はサービスの利用があっ
た最終月）において、BarthelIndexを適切に評価できるものがADL値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出している
こと。
③利用開始月の翌月から起算して6月目の月に測定したADL値から利用開始月に測定したADL値を控除し、初月のADL値や要介護認定の
状況等に応じた値を加えて得た値（調整済ADL利得）について、利用者等から調整済ADL利得の上位及び下位それぞれ1割の者を除いた
者を評価対象利用者等とし、評価対象利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値が1以上であること。

①利用者等（当該施設等の評価対象利用期間が6月を超える者）の総数が10人以上であること。
②利用者等全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して6月目（6月目にサービスの利用がない場合はサービスの利用があっ
た最終月）において、BarthelIndexを適切に評価できるものがADL値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生労働省に提出している
こと。
③評価対象利用者等の調整済ADL利得を平均して得た値が３以上であること。

（Ⅰ）

（Ⅱ）

（Ⅱ）
訪問・通所リハビリテーションの理学療法士・作業療法士・言語聴覚士が利用者宅を訪問して行う場合又は、リハビリテーションを実施し
ている医療提供施設の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・医師が訪問して行う場合に算定。

【（介護予防）認知症対応型通所介護　加算算定要件】

◆入浴介助加算

（Ⅰ）
①入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して入浴介助を行うこと。
②入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する研修等を行うこと。

（Ⅱ）

①（Ⅰ）に加えて、医師等が利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価していること。この際、当該居
宅の浴室が、当該利用者自身又は家族等の介助により入浴を行うことが難しい環境にある場合は、訪問した医師等が、介護支援専門員・福
祉用具専門相談員と連携し、福祉用具の貸与・購入・住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。
②当該事業所の機能訓練指導員等が共同して、利用者の居宅を訪問した医師等と連携の下で、当該利用者の身体の状況や訪問により把握し
た当該居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成すること。
※　個別の入浴計画に相当する内容を通所介護計画に記載することをもって個別の入浴計画の作成に代えることも可
③上記の入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助を行うこと。

◆生活機能向上連携加算

（Ⅰ）

①訪問・通所リハビリテーションを実施している事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等や医師からの
助言（アセスメント・カンファレンス）を受けることができる体制を構築し、助言を受けた上で、機能訓練指導員等が生活機能の向上を目
的とした個別機能訓練計画を作成等すること。
②理学療法士等や医師は、通所リハビリテーション等のサービスの場又はICTを活用した動画等により、利用者の状況を把握した上で、助
言を行うこと。



（Ⅲ） 事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士40％以上又は勤続7年以上30％以上であること。

◆介護職員等処遇改善加算

①月給による賃金改善を実施していること。
②旧ベースアップ等加算相当の賃金改善を実施していること。
③介護職員の職位、職責、職務内容等に応じた任用等の要件、賃金体系について明確な根拠規程を書面で整備し、全ての介護職員に周知しているこ
と。
④介護職員の資質向上の目標及び研修機会の提供または技術指導等の実施、資格取得のための支援について全ての介護職員に周知していること。
⑤介護職員について経験、資格等または一定の基準に基づき、昇給する仕組みを設けていること。
⑥経験、技能のある介護職員のうち１人以上は賃金改善後の賃金見込みが年額440万円以上であること。
⑦サービス提供体制強化加算（Ⅰ）または（Ⅱ）を算定していること。
⑧職場環境等要件を満たしていること。
（Ⅰ）①～⑧の全てを満たすこと。
（Ⅱ）①～⑥、⑧を満たすこと。
（Ⅲ）①～⑤、⑧を満たすこと。
（Ⅳ）①～④、⑧を満たすこと。

①利用者ごとの、ADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出しているこ
と。
②必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、上記の情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活
用していること。

◆サービス提供体制強化加算

（Ⅰ） 事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士70％以上又は勤続年数10年以上の介護福祉士25％以上であること。

（Ⅱ） 事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士50％以上であること。

◆科学的介護推進体制加算

①管理栄養士を1名以上配置すること。（自事業所だけでなく、外部の事業所や医療機関、栄養ケアステーションのスタッフでも可）
②利用者ごとの摂食・嚥下機能および食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成し、それに従い管理栄養士等が栄養改善サービスを行い、その状態を定
期的に記録していること。
③利用者ごとの栄養ケア計画の進歩状況を定期的に評価すること。
④定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。
⑤別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所、又は共用型指定介護予防認知症対応型通
所介護事業所であること。
⑥栄養改善サービスの提供に当たって、必要に応じ居宅を訪問すること。

◆口腔・栄養スクリーニング加算

（Ⅰ）
介護サービス事業所の従業者が、利用開始時及び利用中6月ごとに利用者の口腔の健康状態及び栄養状態について確認を行い、当該情報を
利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。（栄養アセスメント加算、栄養改善加算及び口腔機能向上加算との併算定不可）

（Ⅱ）
利用者が、栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場合に、口腔の健康状態と栄養状態のいずれかの確認を行い、当該情報を利用
者を担当する介護支援専門員に提供していること。（栄養アセスメント加算、栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定しており加算
（Ⅰ）を算定できない場合のみに算定可能）

◆口腔機能向上加算

（Ⅰ）

①言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置していること。
②言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員、その他の職種の者が共同して利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作
成し、それに従って言語聴覚士、歯科衛生士、または看護職員が口腔機能向上サービスを行うとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録
すること。
③利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進歩状況を定期的に評価すること。
④定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。

（Ⅱ）
口腔機能向上加算（Ⅰ）の取組に加え、口腔機能改善管理指導計画等の情報を厚生労働省に提出し、口腔機能向上サービスの実施にあたっ
て当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。

◆栄養改善加算


